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Ⅰ．制度の概要
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Ⅰ．制度の概要について

～目的～

農業の生産条件が不利な中山間地域等で５年以上継続して農業生産活動等を行う農業者等を支援し、耕作放棄の発生防止、
多面的機能の確保を図る。

（１）仕組み

集落等を単位に農用地を維持・管理していくための取決め
（協定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う
場合に、面積に応じて一定額を交付する。

（２）対象者
集落等を単位とする協定を締結し、５年間農業生産活動

を継続する農業者等

（４）対象となる活動
① 農業生産活動を継続するための活動…（8割単価）
（農用地での耕作や水路・農道の維持管理に必要な経費）

② 体制整備のための活動…………（10割単価）
・・・ネットワーク化活動計画の作成

（３）交付単価（主なもの）

田：傾斜1/20以上 畑：傾斜15°以上急傾斜地

地目 区分 交付単価（円/10a）

田
急傾斜（1/20以上） 21,000（16,800）

緩傾斜（1/100～1/20） 8,000（6,400）

畑
急傾斜（15度以上） 11,500（9,200）

緩傾斜（8～15度） 3,500（2,800）

（５）加算措置（10aあたりの単価）

地域農業の維持発展に向けての一定の取組を行う場合には、
以下の加算が可能。
加算に取組むには、各メニューごとに目標を立て、目標年度
までに達成する必要がある。
①棚田地域振興活動加算
（急傾斜:10,000円/10a、超急傾斜:14,000円/10a）
②超急傾斜農地保全管理加算
（6,000円/10a）
傾斜1/10以上の農用地の保全
管理の取組に対して加算

③ネットワーク化加算(千円/10a)
（～5ha:10､5~10ha:4､10ha~1）
複数の集落間広域化し、人材確保
や農業生産継続の活動に加算

④スマート農業加算(5,000円/10a)
作業の省力化・効率化の取組に加算

⑤集落機能強化加算の経過措置(3,000円/10a)

◆農用地の管理方法や協定内の役割分担などを取り決めた協
定を締結し、交付金の使途についても協定の合意のもとお
およそ自由に使うことができる。

◆ネットワーク化活動計画
集落で共同取組活動を継続できる体制づくりを進めるため

に、複数の集落協定間での連携や統合、集落内の多様な組織
等の参画に向けた“計画”
最終年(令和11年度）までに作成
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（６）対象地域
★法指定地域・・・以下の法律によって指定された地域

（８法＋１法）

★特認地域 ・・・知事が特に定める基準に該当する地域
１．地域基準
①法指定地域に隣接する地域
②農林統計上の「中間農業地域」「山間農業地域」
③既成市街地等に該当せず一定の要件を満たす地域
④特定農山村法にかかる要件を満たす地域(急傾斜のみ)

２．農用地基準

（１）上記①から③の地域については、次のいずれかの

要件を満たす農地等
ア 傾斜農用地（田1/100以上、畑・草地 ８度以上)
イ 自然条件により小区画・不整形な田
ウ 高齢化率・耕作放棄地の高い農地

（２）上記④の地域については、次の要件を満たすこと。
ア 急傾斜農用地の田(1/20以上)

「特定農山村法」、「山村振興法」、「過疎地域の持続的発展の
支援に関する特別措置法」、「半島振興法」、「離島振興法」、
「沖縄振興特別措置法」、「奄美群島振興開発特別措置法」、
「小笠原諸島振興開発特別措置法」、「棚田地域振興法」

Ⅰ．制度の概要について

・■ 8法指定地域
・■ 指定棚田地域
・■ 特認地域
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中山間直払と多面支払の重複状況（令和６年度）

○滋賀県の場合

多面支払
単独

33,345ha
（93%）

中山間直払
単独
720ha
（2%）

重複
1,860ha
（5%）

多面的機能支払 35,205ha

中山間地域等直接支払 2,580ha

多面支払
単独

186.7万ha
（74%）

多面的機能支払 233.0万ha

中山間地域等直接支払 66.1万ha

中山間直払
単独

19.9万ha
（8%）

重複
46.2万ha
（18%）

中山間地域等直接支払+多面的機能支払 252.8万ha（100%）

中山間地域等直接支払+多面的機能支払 35,925ha（100%）

Ⅰ．制度の概要について



◆中山間地域等直接支払交付金実施要領 第８の２

第８ 第三者機関の設置

１ （省略）

２ 都道府県は、交付金の交付が計画的かつ効果的に推進されるよう

市町村及び関係団体に助言するとともに、交付金の交付状況の点検、

市町村の対象農用地の指定の評価、特認地域及び特認基準についての

審査検討を行う中立的な第三者機関を設置する。

◆滋賀県農村振興交付金制度審議会運営要領 第２条関係

審議会の担任する事務の細目

１ 中山間地域等直接支払交付金に関する事務

（１） 交付金の実施状況の点検に関すること。

（２） 中間年および最終評価に関すること。

（３）（４） 省略

２ 省略

３ その他農村の振興に係る交付金制度の調査審議に必要な事務 7

Ⅰ．制度の概要について



Ⅱ．第６期対策の概要
（令和７年度～令和11年度）
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Ⅱ．第６期対策の概要 1．第5期からの見直しのポイント

◆対象農地の見直し

・交付対象農地を農振農用地区域内および地域計画区域内の農用地とする

◆共同取組活動が断続的に行われるための体制づくりを推進

・体制整備単価（10割単価）の要件が「ネットワーク化活動計画」を作成

することとなった

◆協定間の連携･統合等を図った上で、農業生産活動を継続的に
行うための体制づくり(人材確保、生産性向上)を推進

・「ネットワーク化加算」を新設

◆スマート農業による作業の省力化、効率化に向けた意欲的な
取組を支援

・「スマート農業加算」を新設
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体制整備単価（10割）

ネットワーク化活動計画の作成
・複数の集落協定間でのネットワーク化（活
動の連携）や統合、多様な組織等の参画に向
けた計画
・令和11年度までに作成を完了する必要あり

基礎単価（8割）

農業生産活動等

・水路、農道管理
・荒廃農地の発生防止活動等

多面的機能を増進する活動

・周辺林地の管理
・景観作物の作付
・魚類等の保護等

+

交付単価
地目 基礎単価（8割） 体制整備単価（10割）

田
急傾斜（1/20以上） 16,800 21,000

緩傾斜（1/100～1/20） 6,400 8,000

畑
急傾斜急傾斜（15度以上） 9,200 11,500

緩傾斜緩傾斜（8～15度） 2,800 3,500

（円/10a）

Ⅱ．第６期対策の概要 2．交付単価

≪ネットワーク化≫
複数の集落協定が事務作業
や傾斜法面の草刈り等の作
業について、労力等を補完
し合いながら連携して活動
を行う体制を構築すること

10



Ⅱ．第６期対策の概要 3．ネットワーク化した協定の活動例

◆事務の一元化

・共同事務局を設置し、各協定が行う事務（実績報告関係資料の整理、会計帳簿の
整理、会議資料作成等）を一括して行う。

◆草刈り等作業の共同化

・集落協定間の連携を強化する協議会を設立し、農地・地域維持を目的に非農家や
若者を中心とした草刈り隊を結成。人員が不足するところに草刈り隊を派遣して草
刈りを実施する。

◆機械施設の利用の共同化

・それぞれの集落協定で管理していた共同機械を共有化し、一括管理する。より広
範囲の機械の共有により、機械使用の選択肢が多様化するとともに、農作業のさら
なる効率化を図る。

◆農作業の共同化

・ネットワーク化した集落協定内の農地の防除や基幹作業などを担い手が請け負い、
ネットワーク化した集落協定内の営農を支える仕組みを構築する。
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加算措置 活動内容 加算額

棚田地域振興活動
加算

棚田地域振興法に基づく対象の棚田等の保全と
地域の振興を支援（急傾斜と超急傾斜で単価設定）

急:10,000円/10a

超:14,000円/10a

超急傾斜農地保全
管理加算

・田 1/10以上、畑 20°以上

・超急傾斜農地の保全
・農産物の販売促進 等

6,000円/10a

ネットワーク化加
算
（新設）

複数の集落協定間でのネットワーク化、統合等を行っ

た上で、主導的な役割を担う人材の確保と農業
生産活動等の継続のための活動
○主導的な役割を担う人材（地域内の組織が行う活動において中心的
な役割を担うことが見込まれる者）の確保
○設定した目標達成に向けた農業生産活動等の継続のための取組
（担い手等の人材確保、草刈等作業の共同化、機械・施設の利用の共
同化など）

10,000円/10a

（～５ha部分）

4,000円/10a

（5～10ha部分）

1,000円/10a

（10～40ha部分）

上限:100万円

スマート農業加算
（新設）

スマート農業による作業の省力化・効率化
を図る取組
・リモコン式自走草刈機による除草

・ドローンによる播種・防除・農薬散布

・水管理システムや自動鳥獣捕獲機の導入など

5,000円/10a

上限:200万円

集落機能強化加算
（経過措置）

新たな人材の確保、農以外の組織との連携体制
の構築等。第５期に集落機能強化加算に取り組
んでいた集落協定が対象。

3,000円/10a

上限:200万円

Ⅱ．第６期対策の概要 4．第６期対策における加算措置
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Ⅲ．令和７年度の実施状況
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◆交付市町数 ：11市町

◆協 定 数 ：195協定 （集落協定：192(+22) 個別協定：3(±0)）

◆交 付 面 積 ：3,002ha （前年度：2,580ha （+ 422 ha））

Ⅲ．令和７年度の実施状況 １. R７協定面積・協定数
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平成12年度：中山間地域等直接支払制度が開始

平成27年度：「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に

基づく安定的な措置として実施

第5期対策以降の増加が顕著、第６期に入り前年から422ha増加

Ⅲ．令和７年度の実施状況 ３.面積の推移

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期
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協定農用地の交付面積3,002haのうち、

法指定地域 1,865ha （62.1%） 特認地域 1,137ha（37.9%）

（令和6年度 法指定地域 1,656ha （64.2%） 特認地域 924ha（35.8%））

Ⅲ．令和７年度の実施状況 ４．地域区分別の農用地
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協定農用地の交付面積3,002haのうち、

急傾斜 1,064ha （35.4%） 緩傾斜 1,938ｈa（64.6%）

（令和６年度 急傾斜 1,076ha （41.7%） 緩傾斜 1,504ha（58.1%））

Ⅲ．令和７年度の実施状況 ５．傾斜区分別の農用地

図-８ 令和６年度傾斜区分別の協定面積（ha）
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Ⅲ．令和７年度の実施状況 6．加算措置の取組状況

表-１ 加算措置の取組状況（協定数、面積、加算交付額）

19

協定数
面積
(ha)

加算金額
（千円）

取組市町名

棚田地域振興活動加算 9 109 11,137

急傾斜地 5 104 10,403 大津市、栗東市、高島市

超急傾斜地 4 5 735 大津市、栗東市、高島市

超急傾斜農地保全管理加算 8 57 3,393 大津市、甲賀市、米原市

6 97 4,352 大津市、米原市

34 646 30,538
大津市、甲賀市、湖南市、多賀町、
米原市、長浜市、高島市

3 87 2,616 甲賀市、愛荘町、米原市

スマート農業加算

集落機能強化加算の経過措置

加算措置の内容

ネットワーク化加算

第６期からネットワーク化加算とスマート農業加算が新たに措置された。

うちスマート農業加算は7市町､34協定､646ha､30.5百万円交付と積極的に活用。

活用されているスマート農機はリモコン式自走草刈機やドローンが多い。



交付金額 421,349千円 (集落協定分)のうち、

共同取組活動に充当 286,538千円（68.0％）

個人配分に充当 134,811千円（32.0％）

※滋賀県計の上段の（ ）は令和６年度の数値。

Ⅲ．令和７年度の実施状況 7．交付金の使途

表-2 交付金額の充当の内訳
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市町名 交付額（千円）
割合（％）

共同取組活動 個人配分 共同 個人

大津市 128,965 78,398 50,567 61 39 

栗東市 9,057 2,439 6,619 27 73 

甲賀市 66,766 47,180 19,586 71 29 

湖南市 4,162 3,741 421 90 10 

東近江市 41,479 31,432 10,047 76 24 

日野町 26,714 24,475 2,239 92 8 

愛荘町 5,724 5,724 0 100 0 

多賀町 4,658 4,658 0 100 0 

米原市 35,569 23,602 11,967 66 34 

長浜市 25,299 18,379 6,919 73 27 

高島市 72,956 46,511 26,445 64 36 

滋賀県計
(362,647) (217,745) (144,902) (60) (40)

421,349 286,538 134,811 68 32



市町名 共同取組活
動充当総額

(R7)
共同取組活
動充当額

前年度末積
立等総額

役員報酬
研修会等

費
道・水路
管理費

農地管理
費

鳥獣被害
防止対策

費

共同利用
機械購入
等費

共同利用
施設整備
等費

多面的機
能増進活
動費

土地利用
調整関係

費

法人設立
関係費

農産物等
の販売促
進関係費

都市住民
との交流
促進関係

費

その他 積立等

大津市 126,126 78,398 47,728 3,985 381 24,215 4,172 5,629 14,201 735 2,895 0 0 0 0 18,904 51,046

栗東市 2,439 2,439 0 240 0 128 193 214 65 0 0 0 0 0 0 1,039 560

甲賀市 85,928 47,180 38,747 1,847 84 3,400 13,059 6,650 10,416 8,562 222 0 0 1,887 0 742 38,726

湖南市 3,741 3,741 0 140 19 120 1,755 275 609 0 88 0 0 0 367 76 292

東近江市 31,432 31,432 0 1,003 0 10,467 1,724 1,543 1,105 400 0 0 0 0 0 323 14,867

日野町 24,475 24,475 0 906 88 2,451 4,634 0 1,046 396 793 0 0 0 0 349 13,816

愛荘町 10,343 5,724 4,619 110 0 0 352 3,258 0 0 0 0 0 0 0 439 6,183

多賀町 4,658 4,658 0 447 0 1,473 545 187 354 385 0 0 0 0 0 71 1,196

米原市 31,307 23,602 7,706 688 0 212 5,003 0 13,932 311 0 0 0 0 0 1,106 10,055

長浜市 26,244 18,379 7,865 1,229 0 2,563 1,254 1,881 4,673 0 38 0 0 35 0 227 14,352

高島市 49,296 46,511 2,785 2,193 762 8,295 6,824 3,173 3,291 102 1,283 0 0 0 162 1,649 21,570

滋賀県計 (409,731) (217,745) (191,986) (11,082) (2,426) (88,621) (34,218) (28,518) (83,760) (14,677) (5,199) (1,266) (717) (0) (477) (39,534) (92,402)

395,988 286,538 109,450 12,786 1,333 53,325 39,514 22,811 49,691 10,890 5,320 0 0 1,922 529 24,926 172,664

（共同活動
費に占める
割合）

(3%) (1%) (22%) (8%) (7%) (20%) (4%) (1%) (0%) (0%) (0%) (0%) (10%) (23%)

3% 0% 13% 10% 6% 13% 3% 1% 0% 0% 0% 0% 6% 44%

共同取組活動充当総額(約4億円)のうち、
• 29%が農地の維持管理対策に使われている｡（道･水路管理､農地管理費､鳥獣被害防止）

• 16％が共同利用機械・施設といったハード整備に活用されている。
• 積立等は44％と最も多く、前年(23％)からも増加しているが過去と同水準。(R5:45%､R4:42%)

※滋賀県計の上段の（ ）は令和６年度の数値。

Ⅲ．令和７度の実施状況 ８．共同取組費の内訳

表-３ 共同取組活動費の支出内訳（千円）
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個別協定の取組は３協定
・いずれも高島市（認定農業者2名+農業生産法人1）

（R６年度まで取り組まれた湖南市の農業生産法人は集落協定に変更）

Ⅲ．令和７年度の実施状況 9．個別協定の取組概要

表-４ 令和７年度 個別協定活動状況
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協定締結者 認定農業者 認定農業者 農業生産法人

交付単価 基礎（8割） 通常（10割） 通常（10割）

地域 通常地域 特認地域 特認地域

協定締結面積（ha） 11.2 1.5 4.8

うち急傾斜 4.4 0 0

うち緩傾斜 6.8 1.5 4.8

自作地 含む 含まない 含まない

取り組み

・農業生産活動を5年間以上
継続
・耕作放棄の防止活動（賃
借権設定・農作業の委託、
農地の法面管理）
・水路、農道等の管理
・周辺林地の下草刈り

・農業生産活動を5年間以上
継続
・耕作放棄の防止活動（農
地の法面管理、柵、ネット
等の設置）
・水路、農道等の管理
・周辺林地の下草刈り

・農業生産活動を5年間以上
継続
・耕作放棄の防止活動（賃
借権設定・農作業の委託、
農地の法面管理）
・水路、農道等の管理
・周辺林地の下草刈り

注）個別協定の場合、協定農用地に自作地を含めると、農業生産活動を５年以上継続する以外に、多面的な
機能を発揮させる取組等が必要となる。



Ⅳ．今後の取組方針
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Ⅳ．今後の取組方針

視点１．集落機能の維持・継続

視点２．営農体制の維持・展開

• 本事業は、中山間地等の農業者に対する平地との格差の是正が根幹にあり、基本的な農
業生産活動に対して支援するもの。

• 本県にはこれまでの取組により、多くの地域では「集落営農」よる営農体制が根付いて
おり、中山間地域も例外ではない。
これらの地域では、交付金の活用により、所得格差を是正するとともに、スマート農業
機械の導入等による省力化を図り、少人数で水田農業を維持できる体制づくりに努める

• 一方、高島市や大津市北部では集落営農は根付いておらず、個別経営が主となってきた。
これらの地域では、交付金の活用で平地との所得格差を是正しながら、高齢化が進む中
においても現況の担い手の経営をできるだけ維持するとともに、サポート事業体や若手
の担い手に逐次集積を進める。

• 中山間地域では特に高齢化・人口減少が顕著であることから、各種の支援等が円滑に活
用できるよう、集落機能(特に事務局機能)の維持・継続が重要である。
そのため、行政等と日常的に情報共有や連携を図り、｢ネットワーク化活動計画｣の作
成等を通じて地域内外の農業者や非農業、各種団体等と連携し、｢しがのふるさと支え
合い事業｣｢棚田保全ネットワーク推進事業｣｢農村RMO形成事業｣等の活用等により、
関係人口の創出や多様な主体との協働活動の推進に努める。（たな友、さとのかぜ倶
楽部の取組など）
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• 上記の制度に取り組んでいる方や地域の活性化に
興味がある方を対象に開催。

• 研修参加後には「さとのかぜ倶楽部員」として中
山間地域の活動事例を情報発信してもらう。

スマート農業の実演講習の様子 先進地の講師による講演の様子
「さとのかぜ倶楽部」開催案内（R７年）

Ⅳ．今後の取組方針 参考資料

• 「しがのふるさと支え合いプロジェクト」や「しがのふるさと応援隊」により、非農
家や若い世代が農村地域と関わりを持つ機会を増やすことで関係人口の創出を図る。

「しがのふるさと支え合いプロジェクト」協定締結：現在３３地区（R７年）
（R８年度３地区実施予定）

• 棚田ボランティアの登録制度「たな友」の積極的な募集。
現在登録者（令和8年3月30日現在）：４９０名、
R７年度棚田ボランティア参加者数：延べ ３９４人

• 「しがの中山間地域活性化ガイドブック」、「滋賀県中山間地域振興の手引き」を活
用し、地域住民が主体となった農山村の価値や魅力を活かした取組を進める。
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農村RMOとは、集落協定などの農業者を母体とした組織と、自治会や社会福祉協議会などの多様な地
域の関係者が連携して協議会を設立し、農用地等の保全活動・地域資源の活用・生活支援などの活動を
行い、地域課題の解決に向けた取り組みを持続的に実践する組織。

地域協議会等が行う将来ビジョン策定やビジョンに基づく実証事業、デジタル技術の導入等、
地域の特性を活かした取組の支援を行う

総
務
部

生
活
部

交
流
部

産
業
部

資
源
部

自治会・町内会
婦人会・ＰＴＡ
社会福祉協議会
など

事務局

協議機能

集落協定
集落営農
農業法人
など

（小学校区程度のエリア）

事業の実施（活動事例）実行機能協議会（総会）

地域の存続に向けて普段から組織的に活動を行って
いる農業者を母体とした組織を形成

地
域
の
将
来
ビ
ジ
ョ
ン

（例）中山間直払・まるごとの協定が発展

Ⅳ．今後の取組方針 参考資料

○過疎化、高齢化に伴う担
い手不足等課題解決を
図るため取組着手

○ 4集落を対象に営農組
合、集落協定が連携し協
議会を設立

【米原市 東草野農業振興会(R6～8）】

取組の背景・組織体制 実証中の活動

○地域ぐるみで農用地
管理を行う一般社団
法人設立

○農業の省力化を図る
自走式草刈り機導入
実証

○山椒、マコモ、ハーブ
等を活用した特産品
化に挑戦
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自走式草刈機

マコモダケ縁起物


